　第3回彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会議事録
　              日時  　平成29年(2017年)8月21日(月)
10時01分～11時35分
場所  　彦根勤労福祉会館4階 大ホール 
［地域経営・地方創生推進室長］
皆さん、おはようございます。

本日は、お忙しい中、ご出席をいただきまして誠にありがとうございます。ただいまから、第3回彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会を開催させていただきます。
まずはじめに、大久保市長よりご挨拶を申し上げます。
［市長］
皆様、改めましておはようございます。大変お忙しいところ、残暑厳しいお日柄、ご参集をいただきましてありがとうございます。

また、前回は台風の関係で日程の変更をさせていただくなど、皆様方には格別のご協力をいただきまして誠にありがとうございます。

今回は前回に引き続きまして総合戦略に係ります各施策について、平成28年度 のＫＰＩを用いまして、それぞれの専門的知見による各施策の評価、検証をお願いしたいと存じますので、よろしくお願い申し上げます。
その概要を申し上げますが、今回は基本目標2「次代を担う子どもたちを安心して産み、育てることのできるまちづくり」および基本目標4「時代に合った地域の中で、安心な暮らしを守るまちづくり」に係る施策の評価をお願いしたいと存じます。

基本目標2につきましては、仕事と子育てが両立できるような子育てしやすいまちづくり、あるいは時代の変化に即応した教育環境の充実、さらにふるさとに愛着や誇りを持つ子どもたちの健やかな育成を目指すための施策などが挙げられておりますが、これらは私の公約の中でも特に重要な分野でございまして、皆様方にはそのあたりのことも踏まえて、ぜひとも厳しく検証していただきたいと思っております。

また、基本目標4でございますが、今後予想されます人口減少社会に対応できるまちづくりを進めていくという施策が挙げられておりまして、まちの未来を見据えた施策展開が求められているという分野でございます。
いずれの施策も彦根市をこれからの世代につないでいくための極めて重要なものでございまして、市内の各界を代表する皆様と共に知恵を出し合って、力強く実現していきたいと考えておりますので、ぜひ率直なご意見、ご指導をお願い申し上げたいと思います。

総合戦略の取組を全体としてより効率的、効果的なものとしてまいりますために、皆様のお力添えが必要でございます。限られた時間でございますが、それぞれの活発なご議論を頂戴したいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。

簡単でございますが、開会に当たってのご挨拶とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。
［地域経営・地方創生推進室長］
ありがとうございました。

なお、本日は委員の5名の方がご出席いただいております。「彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会設置要綱」第6条第2項に規定する定足数を満たしており、会議が成立しておりますことをご報告申し上げます。

また、議事録作成の都合上、発言の前にマイクのスイッチを入れていただきまして、お名前をおっしゃって発言をしていただきますように、よろしくお願いいたします。

では、同要綱第5条第1項の規定に基づき、ここからは会長に議長として進行をお願いしたいと思います。

それでは会長、議事の進行をよろしくお願いいたします。

［会長］
　それでは、改めましておはようございます。本日はお忙しい中、ご出席いただきまして誠にありがとうございます。

  では、始めたいと思います。早速ですが、先ほど大久保市長からのご挨拶の中にございましたように、本日の議題はまず「平成28年度ＫＰＩの評価について」でございます。

　今回も、前回に引き続き、ＫＰＩをもとに施策評価を行う予定になっております。

　今回、基本目標につきましては「2　次代を担う子どもたちを安心して産み、育てることのできるまちづくり」、大久保市長の先ほどご挨拶の中にありましたが、かなり力を入れている施策ということでございます。また、「4　時代に合った地域の中で、安心な暮らしを守るまちづくり」について、評価を行うこととなっております。

　委員各位におかれましては、ぜひ活発なご意見をお願いしたいと思います。

　まず評価の進め方といたしましては、前回と同じく各基本目標に係る内部評価の結果について、市側のご説明をお聞きした上で、皆様委員各位のご意見をお伺いしたいと思っております。

　なお、この場で出た意見のとりまとめは、事務局にお願いしたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

　それでは、まず基本目標「2　次代を担う子どもたちを安心して産み、育てることのできるまちづくり」について、市側の説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。

［子ども未来部長］
　おはようございます。
　基本目標「2　次代を担う子どもたちを安心して産み、育てることのできるまちづくり」の平成28年度の評価と課題につきまして説明させていただきますが、着座にて説明させていただきます。
　まず、この基本目標2には施策が四つ、ＫＰＩは全部で九つございます。

　資料1の半分ぐらい、中ほどですが、施策「(1)　結婚から子育てまでの切れ目のない支援」から順にご説明申し上げます。

　まず一つ目のＫＰＩ「年間出生数（人）」でございますが、彦根市統計人口動態の平成28年12月31日現在の数値をＫＰＩ結果としてお示ししております。本市の人口ビジョンにおきまして、平成72年に人口10万人を維持するため、年間1,000人の出生数を維持することを目指しております。平成28年度の目標値も1,000人としています。記載のとおり、1,010人ということでしたので、目標値を達成することができました。

　次の指標、「年少人口（0～15歳未満）の割合（％）」でございますが、同じく彦根市統計年齢別男女別人口、平成28年10月1日現在の数値から算出いたしました割合をＫＰＩ値結果としてお示ししております。目標値と同じ14.2％となりました。

　これら二つの指標につきましては、結婚したい、子どもを産み、育てたいという若い世代への幅広い分野からの支援を充実する必要がありますことから、移住施策等による生産年齢人口の増加を図る取組や婚活支援、安心して出産、子育てができる環境整備など、部局連携による支援施策を推進してまいりたいと考えております。
　次のページに移らせていただきます。同じ施策ですが、三つ目の指標、「保育所待機児童数（人）」でございます。これにつきましては、厚生労働省保育所等利用待機児童数調査、平成28年4月1日現在の数値、63人をＫＰＩ値結果としてお示ししております。目標値51人を達成することはできませんでしたが、平成28年度において保育所の新築整備が進められました。今年4月には平田こども園、私立の保育園が2園開園いたしましたので、平成29年度については目標値を達成することとなると思っております。

　今後も平成31年度の目標値ゼロを達成できますよう、保育士の処遇改善や潜在保育士の掘り起こしなど、保育士の確保、そして市立、私立の保育施設の整備による保育の量の確保に努めてまいりたいと考えております。

　次の指標、「（仮称）彦根市子ども・若者支援センターの設置（箇所）」につきましては、目標値を1か所としておりまして、平成28年10月に彦根市子ども・若者総合相談センターを福祉センターに設置しましたことにより、達成することになります。社会生活を営む上で困難を有する子ども・若者を支援するため、関係機関、団体が連携して支援できるよう、子ども・若者支援地域協議会におけるネットワークなど、今後も機能強化を図るとともに支援の充実を図ってまいります。
　施策1の最後の指標となります「地域での学習支援教室の整備（箇所）」につきましては、平成31年度までに各中学校区に1か所整備することを目標にしておりまして、平成28年度は行政として関わり方など、取組について考える準備期間として目標値を定めておりません。

　今年度、教育委員会では中学生の学習支援を充実させる取組として、各中学校に地域未来塾を開設し、各校の状況に応じて地域の方々に学習支援をしていただいているところですが、地域での学習支援を担える人材の育成、子ども・若者の健やかな育ちを応援するひとづくり・地域づくりが必要であると考えております。
　続きまして、次の施策「(2)　小・中学校教育の充実」に移らせていただきます。
　まず一つ目の指標「市内児童・生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状況（小学校・中学校）（％）」につきましては、小学校、中学校それぞれ平成28年4月に実施されました全国学力・学習状況調査のＡ問題、知識問題ですが、その平均正答率をＫＰＩ値結果としてお示ししております。小学校につきましては74.5％で、目標値の73％を達成することができましたが、中学校につきましては67.3％で、目標値の73％を達成することはできませんでした。学習内容の定着を図るための授業改善および家庭学習を充実させるために、今後も基礎基本の定着を図るための少人数指導、基礎学力確認テストに基づく個別指導、家庭学習の習慣化を推進してまいります。
　次の指標、「市内児童・生徒学校満足度（％）」につきましては、全児童・生徒を対象とした学校満足度調査による数値91％をＫＰＩ値結果としてお示ししております。目標値が92％でしたので、達成することはできませんでした。一人一人の子どもにとって、居場所のある学校づくりを進めるために、いじめや不登校等の課題に対する学校支援体制の充実に、より努めてまいりたいと考えております。
　続きまして施策「(3)　ふるさとを誇りに思い、将来地域社会に貢献する子どもの育成」、指標「地域行事に参加している指導・生徒の割合（％）」についてでございます。小学校の数値は全国の学力学習状況調査に基づくものですが、ＫＰＩ値結果は81.4％で、目標値の82％を満たすことはできませんでした。中学校につきましては、全学年を対象とした学校独自の地域貢献プロジェクト調査に基づくもので、ＫＰＩ値結果63.2％、目標値の61％を達成することができました。
　小学校、中学校ともに学区によっての地域の行事の数や、学校と地域との連携における格差がありますが、より連携できるように今後も学校と地域のネットワーク構築に取り組んでまいりたいと考えております。
　最後の施策「(4)　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進」、指標「ワーク・ライフ・バランス取組企業数（件）」につきましては、平成29年3月末現在、滋賀県ワーク・ライフ・バランス推進企業に登録されています市内の企業の数63件がＫＰＩ値結果としてお示しさせていただいております。目標値の65件を達成することはできませんでした。登録企業の業種における偏りがありますことから、現在実施しております人権啓発の観点からの企業訪問をはじめ、機会あるごとにワーク・ライフ・バランスの取組についての啓発を行い、県の登録制度の周知を図っていきたいと考えております。
　続きまして、彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略に関係する事業の実施状況について、ご説明申し上げます。

　1段目、「＜結婚＞本気で結婚したいと願う若者に出会いの機会を創出する取組」につきましては、補助事業として婚活イベント事業者2団体による婚活パーティを3回開催いたしました。今年度からは、湖東圏域1市4町での共同事業として、それぞれの市町の特色を生かしたイベントを盛り込んだ出会いの場を充実してまいりたいと思っております。

　次に、「＜妊娠＞医師・助産師の確保など、彦根市立病院における本格的な分娩取扱いの再開に向けた取組」です。平成28年4月１日付で新規採用いたしました助産師1名に対して、助産師就業支援給付金を給付いたしました。今後も分娩取扱件数の推移を見ながら、適正人数の助産師確保に努めてまいりたいと考えております。
　次に、「＜妊娠～出産＞妊娠・出産から育児まで包括的に相談や支援を行う「子育て世代包括支援センター」としての窓口の設置」につきましては、平成28年4月、くすのきセンター内に専任の助産師を配置し、設置することといたしました。母子手帳を発行するときに面接を行い、必要に応じて母子保健や育児に関するさまざまな悩みなどの相談、支援を行いました。今後も引き続き妊婦全員への面接を実施し、支援が必要な妊婦を把握し、関係機関とともに支援を行ってまいります。また支援を充実させるため、関係機関と協議の場を持つなど、体制を整備してまいりたいと思っております。
　また、同じく「＜妊娠～出産＞産後ショートステイ、産後デイケア等による出産直後の母子の心身のケアや育児サポート」の取組についてでございます。
　この取組では出産直後の母親が身近な地域で安心して育児を開始し、子どもが健やかに成長できるよう、民間医療機関に委託し、産後のショートステイ、デイサービスを実施することといたしました。また、専門職による乳幼児個別相談、妊婦を対象としたパパママ学級などを実施し、相談や交流を行いました。今後は委託医療機関を増やして、産後のケアを実施するほか、相談や交流の場を実施し、サポート体制を強化していきたいと考えています。

　次に「＜就学前＞親同士の交流の場など地域における子育て支援の拠点であります「地域子育て支援センター」の新たな整備」に係る取組についてでございます。

　在宅乳幼児への子育て支援として、湖東地域では初めてとなる商業施設内に地域子育て支援拠点「まんまるひろば」を平成29年2月に開設いたしました。現在、たくさんの方に参加していただいております。今後も地域子育て支援拠点を新たに開設するなど、子育て支援の充実を図ってまいりたいと考えております。

　次に「＜義務教育時＞放課後児童クラブにおける年次的な施設整備等による受入れの拡大と充実」に係る取組です。

　二つの事業を実施しておりますが、関連がありますので一緒にご説明をさせていただきます。市内の17の小学校全ての学区において放課後児童クラブを開設し、夏休み期間を含む全期間において利用を希望する児童全てを受け入れることができました。年々増加する利用者、希望者を受け入れ、遊びと生活の場を提供し、児童の心身の健全な育成を図るため、高宮小学校、城北小学校の2学校区につきましては、放課後児童クラブの専用棟の改築を行いました。また、13のクラブでは、ＮＰＯ法人等へ指導員業務を委託することといたしました。今後も入会を希望する児童数が増加することを踏まえ、専用棟等の整備を実施するとともに、指導員の資質向上を図ってまいります。
　次に「＜おおむね義務教育時以降＞社会生活を営む上での困難を有する子ども・若者を総合的にサポートし、または支援をコーディネートしていくための「（仮称）彦根市子ども・若者支援センター」の設置やネットワークの整備」についてです。

　社会生活を営む上での困難を有する子ども・若者を総合的にサポートし、または支援をコーディネートしていくための（仮称）彦根市子ども・若者支援センターの設置やネットワークの整備についてでございます。平成28年10月にニートやひきこもりなど社会生活を円滑に営む上で困難を有する子ども、若者の相談窓口として、彦根市子ども・若者総合相談センターを開設いたしました。さらに彼らを支援するネットワーク、子ども・若者支援地域協議会を平成29年2月に立ち上げ、関係機関団体との連携を図っております。今後は子どもの貧困対策も含めた総合相談窓口としてコーディネーターを配置するなど機能強化を図るとともに、困難を有する子ども・若者が社会への一歩を踏み出す場所、若者サロンの開設を行っていきます。
　次に「彦根教育　学びの提言（ひこねっこ学びの6カ条）の推進」につきましてです。
　小学校1年生への「ひこねっこ学びの6カ条」の下敷きの配布、彦根マイ☆（スター）賞による家庭学習を推奨する取組、教員ＯＢ、学生チューターによる学習支援を実施いたしました。今後も学力向上に向けて全ての子どもが「できる」「わかる」を実感できる授業づくりを進めるとともに、若手教員を中心とした教員の指導力向上を図ってまいります。
　最後に「学校地域支援本部事業の充実と、各学校のニーズを踏まえた彦根型コミュニティ・スクールの推進」につきましてでございます。

　これは平成28年度からの実施事業で、若葉小学校をコミュニティ・スクール実施校として指定し、学校運営協議会において協議をし、野菜づくりなどの取組を実施いたしました。学校と地域が一緒になって子どもをどのように育てていきたいかを話し合い、企画、実施したことで、地域の方が学校に入り教育活動を支援することがごく自然な形となり、学校が活性化されるとともに、地域がまとまっていくことにつながりました。地方教育行政法が改正され、平成29年4月1日からコミュニティ・スクールの設置が努力義務化されたこともあり、今後は若葉小学校での取組を参考にしながら、各校の地域特性に応じた推進を図ってまいりたいと考えております。
　以上です。
［会長］
　はい、どうもありがとうございました。ただいまのご説明、ご質問等も含めまして議論していきたいと思います。

　1度に盛りだくさんで大変なので、まずは施策ごとにご意見を伺えればと思います。一つ目、「(1)　結婚から子育てまでの切れ目のない支援」ということでございます。ＫＰＩで「年間出生数(人)」「年少人口(0～15歳未満)割合(％)」あるいは「保育所待機児童数(人)」、「(仮称)彦根市子ども・若者支援センターの設置(箇所)」、「地域での学習支援教室の整備(箇所)」までのところで、委員皆様から何かご質問、ご意見がございましたらお願いしたいと思います。いかがでしょうか。
［委員］
  個々にどうということはないのですが、施策の「課題」の次に、「課題解決に向け、平成30年度に実施すべき取組」と書いていまして、「移住推進施策等による生産年齢人口の増加を図る取組」と下にも書いてあるのです。これはこれでいいのですが、本当に移住して彦根に住むことを考える時に、何を考えるのかということを挙げれば、例えば仕事が必要であるという意見もあれば教育力があるか、子育てに手厚いか、住環境はどうかなど、いろいろあることから、なかなか簡単ではないと思います。

　そういう中で、総合戦略が求めているのは行政施策、公共政策もありますが、産官学金労言と協力して進めていくことを言われているように、外部なり民間とどう横連携して新しい仕組みを作っていくことが大切であると思うので、全体に通じることになりますが、行政が同じような施策でやることは総合計画でこれまでも取り組んでいることなので、総合戦略を進めていく上ではこれまでと違う特色などを出していかないといけないと思います。それは全く違う産業や分野と組んで新しい仕組みを作っていくといったことが求められていると思いますが、そういう意味で外部連携や新しい仕組みづくりが必要になってくると思います。
　様式に「（外部）」と書いている欄が空欄になっているのはなぜですか。

［会長］
　この「（外部）」と書いてあるのは、この委員会での意見が入る欄であると思います。内部というのは市側で自己評価された内容であり、それに対して委員会での意見を出してくださいという意味で、空欄ということでございます。

　それでよろしゅうございますね。

［地域経営・地方創生推進室長］
　今、会長からも言っていただきましたとおり、外部のところで今日ご議論いただいたことをここに入れまして、また部会で協議させていただくということになります。
　以上です。

［会長］
　ただいま委員からご指摘があったのは、連携する相手をどのように考えておられるかということですね。
［委員］
　そうです。考え方として、従来から総合計画がありますので、総合戦略というのはそれと同じではないと思います。そこの違いを打ち出していくためには、横連携や各施策に横串を刺して新たな取組を進めることが必要であり、移住施策についても行政だけの取組ではなかなか難しいことから、こういった連携を考えるべきであると思います。

［会長］
　総合戦略に係る施策については、従来のように市だけが取り組むのではなく、外部の様々な団体と連携して新しい産業を誘致していかないと、なかなか人口が増えていかないのではないか、また、働く場所が確保されないと人がなかなか入ってこないのではないかという意見であったと思います。

　それでよろしゅうございますか。

［委員］
　はい、結構です。

［会長］
　そういうところは何か施策をやっておられるのでしょうか。

［地域経営・地方創生推進室長］
　今のご意見でございますが、全体にかかわるようなものであったかと思います。地方創生については、外部の機関の方と連携させていただくためにまずは、このような形でいろいろご意見をお伺いした上で、ＰＤＣＡサイクルを回させていただきまして、今後の新たな施策等にもつなげていくという形で取り組んでいきたいと考えております。このような形できちっと精査していきまして新たな事業につなげていく中で、外部の機関の方とネットワークを結びながら連携させていただきたいということを思います。これは今後の課題にもなりますので、よろしくお願いいたします。
［会長］
　はい、ありがとうございました。それでは、ほかのところは何かございますでしょうか。
［委員］
　ワーク・ライフ・バランスのところですが、今、県でイクボス宣言という取組を実施されています。これはお父さんが育児に積極的に参加していくということを、各団体や企業が宣言してエントリーするというもので、私たちの団体も先般知事を呼んで宣言しています。
　先ほど人権を含めていろんな形で企業を訪問されているとのことですが、そのとき同時にイクボスの県の施策も推進していただいて、少しでもワーク・ライフ・バランスについて前向きに取り組んでいこうという姿勢を示し、行政として企業に声をかけていただければ、もう少し前へ進むのではないか、合わせて取り組んでいただければ件数も増えてくるのではないかと思いますので、ぜひともご配慮いただきたいと思います。

［会長］
  よろしくお願いいたします。

　ほかにございますでしょうか。

［委員］
  「保育所待機児童数（人）」のところで、当初51に対して63ということで大きく乖離があると思っていまして、保育所を3か所整備されたということで、29年度は達成見込みというお話であったかと思いますが、29年度の見込み値と、31年度でゼロにするという目標ですから、28年度の結果から63減らすに当たり、今回の保育所整備3か所により、達成できるのかということについてお尋ねします。さらに31年度にゼロに持っていくために、今ほどご説明のあった以外に保育所整備の計画があれば、そのあたりのご説明も併せてお願いします。

［幼児課長］
  保育所の整備ですが、今年度1か所、定員90人の保育所の整備を予定しております。これは民間による整備になります。

　あと今年、子ども・若者プランの中間見直しの年になりまして、今、見直し作業をしているところでございます。今後子ども・若者会議の中で諮っていくことになるのですが、施設整備としましては今年実施する1か所のほかに、小規模型といったものも必要ではないかといったことを事務局として考えていきたいと思っております。
　ただ、具体的に計画が進んでいるのは、今年度、90人定員を1か所整備予定ということで、今進めているところです。

　以上です。

［会長］
  ただいま質問の中で、平成31年度にゼロに持っていけるのかという点はいかがでしょう。
［幼児課長］
  31年度にはゼロとすることで計画を進めていきたいと思っております。先ほど言いました90人定員の保育所が今年度できますので、あとは小規模型の施設が整備できればゼロになるということで、今年度計画をさらに進めていきたいと考えております。

［会長］
  よろしゅうしゅうございますか。

［委員］
　はい。

［会長］
　ありがとうございました。

　それでは、私も一つお聞きしたいのですが、いろいろな施策をされていることについて、どのようにお知らせしておられますか。移住してきてもらわないといけないのであれば市外に知らせるといったことはどのようにされているのかをお伺いします。
［企画課長］
  移住に関しましては主に都市圏、例えば総務省が東京で実施される移住フェア等でＰＲしております。また、東京のふるさと回帰支援センター等にチラシ等を置くなどのＰＲも進めています。

［会長］
  彦根市のホームページにも上がっているのですか。
［企画課長］
  はい。彦根市のホームページにも上がっているほか、移住のホームページにもリンクをさせて上げていただいております。
［会長］
  はい、ありがとうございます。

　ほかに何かございますか。

［委員］
  子どもの医療の助成について、制度の拡大を今後考えておられるとのことですが、他団体に目を向けてみますと、ある一定の年齢までは医療費を無料にするという制度で、市民からも結構助かっていて、ぜひ制度の継続してほしいといったような意見も出ているところですが、この医療費の助成制度の拡大について、詳細をお聞かせください。

［市民環境部長］
  現状といたしましては、中学生までの入院費は無料としております。また、就学前の児童までは通院費無料となっております。これを拡大し、30年4月以降は、小学校3年生まで通院費を無料とするということでございます。
［会長］
  ありがとうございます。
　それでは、(1)についてはほかにございませんか。なければ次の(2)に移りたいと思います。

　次の「(2)　小・中学校教育の充実」というところでは、「市内児童・生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状況(小学校・中学校)(％)」と「市内児童・生徒学校満足度(％)」という二つのＫＰＩがございますが、これについてはいかがでしょう。皆さんのご意見をよろしくお願いいたします。

［委員］
質問ですが、この「市内児童・生徒学校満足度(％)」の調査については、全校対象とされているという話だったと思うのですが、調査の回答数、その実施時期や調査の回答数を概要で結構なので、お伺いしたいと思います。

［学校教育課主幹］
  学校満足度調査につきましては、学校によって若干異なりますが、年2回から3回、児童生徒を対象としました学校独自の調査を行っております。満足度の聞き方ですが、「学校は楽しいですか？」、中学校で言うと「満足していますか？」というような内容になっております。
　この平均値でございますが、指標として挙げさせていただいておりますのは、全ての学校が行っている2学期末時点の調査の平均値を上げております。「学校は楽しいですか？」という質問に対して、「とても楽しい」「楽しい」「あまり楽しくない」「楽しくない」というような回答で、「とても楽しい」「楽しい」と答えた者の割合を挙げております。
　以上です。

［会長］
  楽しいほうで92％というのが平均なのですか。

［学校教育課主幹］

　はい、そういうことになります。

［会長］
  目標値の92％というのはどういう基準で設定されたのですか。

［学校教育課主幹］
  31年度の最終目標値を95％としております。「学校は楽しいですか？」ということを調査する小中学校の満足度というのは、理想は全ての子どもが「楽しい」「とても楽しい」と答えられるということでございますが、26年から段階的に毎年度目標値を定め、95％を最終的な目的値として、これを達成しようとするものでございます。
［会長］
  ありがとうございました。

　皆さんからご意見はいかがでしょう。
［委員］
  おおむねＫＰＩの結果については達成か、ほぼ目標に近いところまで行っているケースが多いのですが、この「市内児童・生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状況(小学校・中学校)(％)」の中学校のうち、67.3という数値については、乖離が非常に大きいと感じます。多分、過去の平均値あたりから目標を出されているのだと思いますが、この乖離に違和感がありますので、何か理由があったのかというのが1点。

　それと、これは私見なのですが、私は以前守山で勤務しておりまして、守山でもまち・ひと・しごと総合戦略に係る会議にずっと出させていただいておりました。守山の人口が非常に増えている理由の一つとして、出生率が高いということもあるのですが、大手企業において社会教育の取組が非常に多いこともありましたので、その理由を聞いてみました。すると、守山への転勤が決まった際、京都、大阪から通勤もできますが、単身赴任するのか、家族で引っ越ししてくるのかを判断するのは、教育、特に中高一貫のいいところがあるのかどうかで判断しているとのことでした。たまたま守山には中高一貫教育の学校で、それなりに偏差値の高い学校が二つあって、野洲の大手企業にお勤めの方も守山に住みたいという方が非常に多かったということもあり、結果、中学生の教育レベルも非常に高かったことが人口の増加につながっていると聞いています。

　彦根も守山と同じく、結構大手の企業の工場等もありますことから、以前、ある会社が独身向け社宅を建てられた際に、本社の人事の方の話を聞いていたのですが、20代後半から30代前半の人で今後200人ぐらい彦根近辺に転勤させるという話をしておられました。

　ただ、やはり教育の問題等で家族で転居させるのはなかなか難しいため、単身の寮が必要であると、そのときにお話しされていたのです。

　先ほどからお話に挙がっている人口増については、もちろん自然増も必要ですが、社会増も必要であるという観点でいうと、簡単に中高一貫教育ができるとは思いませんが、このあたりも長期的な課題として検討されたらいかがかと、これは私見でございますが、考えております。

　まずは、この数位となった原因だけお教えいただけないでしょうか。

［学校教育課主幹］
  ここの指標に挙げております「市内児童・生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状況(小学校・中学校)(％)」につきましては、全国学力・学習状況調査、小学校6年生と中学校3年生を対象に行われております調査の平均値でございます。

　全国学力・学習状況調査でございますが、全国平均の正答率も年度によってばらつきもございまして、小学校はおよそ平均が75％ぐらいで、若干、年によっては違いがありますが、中学校の基礎的・基本的な学習内容に係る学力調査の平均が73から74というときもあれば、平成28年につきましては、全国平均が68.9ということで全国的な値も下がっております。それに伴って彦根の数値も下がっているということでございます。

　それからもう一点は、中高一貫教育による教育充実も図られてはどうかということでございますが、お話がございましたように、守山には中高一貫校がございます。彦根にも河瀬中学校、高校という中高一貫校がございますが、同様の学校が県内には四つございますが、所管は県の教育委員会が全て行っているところです。教育的な内容がというところでございますが、一概に言えないかもしれませんが、例えば志願者数の倍率を申しますと、守山中学校の倍率というのは大変高くなっているところがございます。教育内容については、教育カリキュラムとしてはそう大きくは変わらないと思いますが、そこに志願して集まってくる子どもたちの実態は、彦根と守山では違いがあるというのが現状でございます。
　県の所管になりますので大まかな情報でございますが、以上です。

［会長］
  よろしゅうございますか。

［委員］

　はい。

［会長］

　中学校の値は結構振れ幅があるようですね。

［学校教育課主幹］

　はい。この指標を挙げましたときに、全国学力・学習状況調査の基礎的・基本的な学習内容については8割は理解しておいてほしいという思いがございますが、年により求められている基礎的・基本的な学習内容も若干変わっておりまして、特に中学校では基礎的・基本的な問題とはいうものの、読解がかなりできないと解けないものとなっており、こういったことを国も求めており、彦根市も中学校の正答率は下がっているのではないかというようなことを考えております。

［会長］
  はい、どうもありがとうございました。ほかに何かございますでしょうか。よろしゅうございますか。

　次の(3)に行きたいと思います。「ふるさとを誇りに思い、将来地域社会に貢献する子どもの育成」ということで、「地域行事に参加している児童・生徒の割合(％)」というのが小学校、中学校でそれぞれとられておりますが、このあたりについて何かご意見、ご質問がございましたらお願いしたいと思います。いかがでしょう。
　学区による格差が結構あるということですが、その辺を今後、学校と地域のネットワークを構築し取り組んでいこうということで、具体的にはどのようなことを想定されているのか教えていただけませんか。

［学校教育課主幹］

　ここに挙げさせていただきました学校と地域とのネットワークについては、学校を基盤としまして、それぞれの地域の団体の方等と連携を取りながら、地域行事等に参加できるような仕組み作りを既に働きかけているのですが、学区によっては地域の行事等をあまりされていない場合や、地域の中での諸団体様とのつながり、例えば子供会や老人会等、様々な団体とのつながりが、なかなかうまく進まないというところもございます。

　ここに挙げさせていただいている学校教育の立場で申しますと、こういった取組の大切さ等を学校の目標に係る評価の指標にもしておりますので、学校を核としましてそれぞれの学校評議委員会という場で、議題として挙げていただいているという状況でございます。

［会長］
はい、どうもありがとうございました。いかがでしょう。
具体的な対策までは分かるが、学校の先生もお忙しいから、具体的に誰が実施するかということが一番のポイントであると思います。だから、舞台はできるが、誰が役者として見せてくれるかということを少し考えていただければと個人的には思います。
ほかにございますか。ないようでしたら次の(4)です。「仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の推進」で、「ワーク・ライフ・バランス取組企業数(件)」でＫＰＩを設定されておられますが、これについてはいかがでしょうか。業種による偏りが結構あるということでございますが、今後推進していく上において何かご意見がございましたらお願いしたいと思います。
「企業訪問時における課題のヒアリングおよび滋賀県登録制度にかかる周知の実施」ということでございますが、よろしゅうございますか。
特にないようでしたら、基本目標2「次代を担う子どもたちを安心して産み、育てることのできるまちづくり」については以上といたします。

引き続きまして、基本目標4「時代に合った地域の中で、安心な暮らしを守るまちづくり」でございます。これについて市側から説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。

［都市建設部長］

よろしくお願いいたします。

それでは、私のほうから基本目標4「時代に合った地域の中で、安心な暮らしを守るまちづくり」における評価について説明いたします。

まず資料の1ページをお願いいたします。ここでは、数値目標の指標としましては「人口」としており、基準値が平成26年度の11万2,622人で、平成31年度の目標値を11万2,601人としております。この目標達成のため、記載のとおり「(1)　彦根らしい多極的なコンパクトシティの形成」から「(5)　湖東定住自立圏形成協定に基づく取組の推進」の各施策を進めているところでございます。

それでは、平成28年度の評価と課題から説明いたします。最下段のＫＰＩ名「人口（人）」でございますが、平成28年度の目標値、11万2,669人に対しまして結果は11万2,843人で、174人の増となっており評価は「○」でございます。

また、ここには記載しておりませんが、平成27年度の人口と比較しましても、183人の増加をみております。
しかしながら、人口増加の要因は老年人口の増加によるものであり、年少、生産年齢人口につきましては減少傾向であり、このことが課題であると考えておりまして、実施すべき取組としましては、40歳未満の年齢層に対する移住定住の促進を図ることで、また移住を検討している方に対し、地域の魅力を伝えるシティプロモーションの取組も検討してまいりたいと考えております。

2ページをお願いいたします。施策名「(1)　彦根らしい多極的なコンパクトシティの形成」でございます。

まず「立地適正化計画の策定」でございますが、策定につきましては平成29年度末を目標としており、策定に向けた県との協議調整や都市再生協議会等で意見を伺っているところでございます。

次に「地域公共交通網形成計画の策定」でございます。当計画につきましては、平成28年度中の策定を目標としており、目標どおり年度末に策定いたしましたので評価は「○」としております。今後、当計画に基づき実行していく施策について検討してまいりたいと考えております。

「(2)　空き家等住まい対策の推進」でございます。

まず「空き家等対策計画の策定」でございますが、目標は策定に向けた空き家の実態調査の実施であり、目標どおり実態調査を終えておりますので、評価については「○」としております。今回の実態調査結果のほか、消費者へのアンケート調査により学識経験者、有資格者の方々に参画していただく協議会の中で対策計画の策定に向け取り組んでまいりたいと考えております。
次に「「住もうよ！ひこね」リフォーム事業助成金の移住・新婚・子育て・三世代同居要件での助成件数(件)」でございますが、目標値140件に対しまして実績が230件であり、評価は「○」としております。引き続き、この高水準を継続していくため、制度に係る効果的な周知を図ってまいりたいと考えております。
次に施策名「(3)　公共施設マネジメントの確立による持続可能な施設整備・　運営管理」でございます。

まず、「施設類型毎の個別計画の策定割合(％)」でございますが、目標値19.4％に対し、実績は16.7％であり評価「×」でございます。これにつきましては、公共建築物の必要性など十分な検証ができていないことによる計画の遅れが課題でありまして、今後施設の老朽化度合い、利用状況、運営方法、コスト情報、受益者負担などの分析を行い、あり方の検証をしてまいりたいと考えております。
次に「公共建築物の総延床面積の削減率(％)」でございます。目標値0.28％に対しまして、実績は0.63％で評価は「○」としております。これにつきましては、湖城荘や市営住宅の解体により削減率が伸びておりますが、今も申しましたように、個別計画の策定が遅れているため、これを促進し、公共建築物の総量適正化を図ってまいりたいと考えております。

3ページをお願いいたします。施策名「(4)　安全・安心な暮らしの確保」でございます。

まず、「自主防災組織率(％)」でございますが、目標値73.7％に対しまして、実績が72.4％で評価については「×」としております。これにつきましては、背景として防災意識が低いこと、自主防災組織に対する理解が不足していることが大きな課題となっております。このことから防災講習会での説明や自主防災組織未設置の自治会に対しまして、直接必要性やメリットのある補助制度について周知啓発を行うとともに、結成に必要な規約の作成など、きめ細やかなフォローを実施してまいりたいと考えております。
次に「彦根市内犯罪率(件)～人口1万人当たりの刑法犯認知件数～」でございますが、人口1万人当たりの刑法犯認知件数を指標とし、目標値111件に対して実績が92.7件となっており、評価は「○」としております。

しかしながら、依然としまして犯罪件数は高く、今後も引き続き防犯パトロールの実施、防犯灯、防犯カメラの設置など順次進めてまいりたいと考えております。

次の「(5)　湖東定住自立圏形成協定に基づく取組の推進」でございます。指標は「湖東定住自立圏1市4町の人口(人)」で、目標値15万4,955人に対しまして、実績が15万6,416人であり、1,461人の増となっており評価としまして「○」としております。これにつきましても、圏域内の市町それぞれで人口減少対策の施策は実施されているものの、圏域としてのスケールメリットを生かせていないのが課題と考えており、このため圏域全域の活性化と定住自立圏の枠組みを有効に活用した広域連携事業を推進してまいりたいと考えております。
ＫＰＩ評価については以上でございます。

次に4枚目でございます。「彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略に関係する事業の実施状況(平成28年度)」について説明させていただきます。
まず1段目から4段目までが「彦根らしい多極的なコンパクトシティの形成」に係る関連事業でございますが、1段目の「「都市計画マスタープラン」の推進」および2段目の「「都市交通マスタープラン」の推進」につきましては、平成28年度末にそれぞれの改定、策定が完了したところでございます。今後、同計画に基づき道路の整備方針を示すため、「彦根市道路整備プログラム」の改定や公共交通の利便性の向上を図るため、整備を進めてまいりたいと考えております。
次は3段目が指標の対象となっております「「立地適正化計画」の策定および推進」でありますが、先ほども申しましたように、平成29年度末の策定に向け、取り組んでいるところでございます。
また4段目の「「彦根市中心市街地活性化基本計画」策定の検討」につきましては、中心市外の活性において特に重要となる銀座街の再生に向け、地域との意見交換や現況調査を行ったところであり、引き続き地域や権利者との意見交換を行いながら検討を進めてまいりたいと考えております。
5段目から8段目までが「空き家等住まい対策の推進」に係る関連事業でございます。

「空き家等対策事業」につきましては、これらの事業により進めております。県の空き家管理等基盤強化推進協議会との連携強化や空き家実態調査によって作成しましたデータベースを活用しまして計画を策定していくとともに、空き家バンク等の施策を創設し、空き家の利活用に取り組んでまいりたいと考えております。

また、8段目の「まち・ひと・しごと町家の利用促進事業」につきましては、28年度先進地の事例調査を行っており、引き続き利活用に係る支援事業の検討を進めてまいりたいと考えております。

9段目の「「彦根市公共施設等総合管理計画」に定める基本的な方針に基づく施設類型ごとの具体的な行動計画の策定」につきましては、管理計画を進めるため、個別施設ごとの行動計画策定の進捗管理を行うものですが、主な取組の劣化診断調査は年度内に完了し、今後の公共建築物長寿命化に係るデータベースの構築ができましたが、文化施設に係る個別施設計画につきましては完了には至っておりません。この策定には施設に係る分析が必要となりますが、全庁的に知識不足等が課題であるため、関係所属を対象とした研修会を行うなど、情報共有を図ったところでございます。引き続き計画策定に向け、研修会や情報収集などを行い、国の「インフラ長寿命化基本計画」の期限となっています平成32年度内の策定を目指してまいりたいと考えております。
最後になりますが、「安全・安心な暮らしの確保」から消防団に係る事業としまして、最下段の「消防団人事管理福利厚生事業」でございます。消防団員確保のため、入団の促進や処遇改善を行うもので、平成24年度から年次的に報酬を引き上げ、5箇年計画の最終年度となる28年度において、国の基準単価と同額まで引き上げたところでございます。今後も実情に応じた人事管理福利厚生を実施してまいりたいと考えております。
以上で説明を終わります。ご審議いただきますよう、お願いいたします。
［会長］
はい、どうもありがとうございました。それでは、ただいまのご説明について、それぞれの施策名ごとにいきたいと思います。
まず、1番目の「彦根らしい多極的なコンパクトシティの形成」についてはいかがでしょう。「立地適正化計画の策定」、「地域公共交通網形成計画の策定」ということで、交通網については策定されたということでございます。これについて何かご意見、ご質問はございますでしょうか。

［委員］
それぞれの計画の策定が目標となっておりまして、既に28年度において策定されているものがあるのですが、今後5年であれば、追加の目標を設定される等、今後32年までの取組として追加で何らかの目標を設定されてはどうか。また、追加の目標を設定する予定があるのであれば、お聞かせ願います。
［都市計画課長］

まず追加の目標があるかということでございますが、基本的に昨年度策定しました、都市計画マスタープラン、都市交通マスタープランが彦根市のまちづくり計画のマスタープランでございます。

さらに、「立地適正化計画」については、人口減少、高齢化に対応した都市機能の持続的なコンパクトシティを目指すものであり、これはマスタープランの高度化版で、市街化区域の中の調整を行うためのものでございます。この計画の作成後は、マスタープランも含め、ＰＤＣＡサイクルによりまして見直し、検証を行いながら、このまちづくりの方針を進めてまいりたいと考えております。
［会長］
今のご質問はマスタープランの計画後、実施していく段階でチェックは入るのかということですか。

［委員］

ここでは策定が目標ですが、策定後の評価について今のＫＰＩだけでは来年度以降策定しましたというだけで、成果の評価をする機会がないのではないかと感じたところです。

［会長］

そうですね。だから、策定後、このマスタープランに基づいて計画の実施段階でＫＰＩを設けるのかどうかがご質問の趣旨かと思ったのですが、よろしくお願いします。

［地域経営・地方創生推進室長］
事務局からお答えさせていただきます。ＫＰＩの目標値につきましては、まち・ひと・しごとの創生総合戦略を策定した時点でＫＰＩを定めておりますので、新たなＫＰＩを定めるということはいたしません。
そのかわり今、説明がありましたが、今後ＰＤＣＡサイクルを実施していくことによって検証していくことになりますので、そういう形で内容を精査してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。
［会長］

一応ＰＤＣＡは実施の段階で回っていくということのようです。

ほかにございますでしょうか。

［委員］

地域公共交通網形成計画ですが、私も着任が浅く内容をあまり把握していないので質問させていただきたいのです。これは道路整備に係るものなのか、バスをはじめとする公共交通機関まで含めた、本当にまちづくりに向けた計画なのか、そのあたりをお教えいただけないでしょうか。

それと、もし本当に公共交通機関を含めて整理していくという計画なのであれば、先ほどほかの委員からも出ましたが、その整備状況をＫＰＩとして設定していくことも可能なのではないかと感じますが、いかがですか。
［交通対策課長］

まず地域公共交通網形成計画ですが、これには道路整備等は含まれず、地域の公共交通を中心とした計画となっており、特に湖東圏域の公共交通網形成計画については、路線バスと予約型の乗合タクシーが中心になる計画となっております。この計画は昨年度末に策定しましたが、この中では湖東圏域の中で地域公共交通に求められる役割と、そのために求められる機能といったものを整理しております。

併せまして、計画の中で数値的な指標を設定しておりまして、今後、進行管理の中でその指標に基づいて進めていくこととしております。

以上です。

［会長］

住民の皆さんの興味の対象は、計画がつくられた後、それが実行されてどこまでできているのかということかと思います。また必要に応じて見直しが必要かと思います。住民、市民の皆さんに分かるような形で出していただければ良いのではないかと思います。
それでよろしゅうございますか。
［委員］

はい。

［会長］

それでは、2番目のところに移りたいと思います。「空き家等住まい対策の推進」ということで、「空き家等対策計画の策定」および「「住もうよ！ひこね」リフォーム事業助成金の移住・新婚・子育て・三世代同居要件での助成件数(件)」というのが挙がっておりますが、この辺について委員の皆さんからのご意見をいただければと思いますが、いかがでしょうか。
［委員］

2点あります。一つは空き家対策です。まず、調査が終了し、これから計画を策定されるということなので、今の段階でお答えいただくのはなかなか難しいと思うのですが、大きい方向性でもかまいませんが、これをどのように活用し、対応をしていくこととされているのか、もしあればお聞かせいただきたいと思います。

それと、もう一点は住宅リフォームの関係です。以前から実施されており、目標値を大きく上回っていますが、新たに地方創生という観点から移住、あるいは三世代同居という点を加えられたとのことであることから、従来型のリフォームを除いた、いわゆる移住という観点でどのぐらい実数があったのか、その2点をお伺いします。
［建築住宅課長］

空き家等対策計画でございますが、昨年度、実態調査をしまして、その結果、空き家が1,691件あることが判明しました。その中で空き家の所在を中学校区に分けて、また空き家の状態を「問題なし」から「除却したほうがよい」などの5段階に分けて、空き家の分布や特性を把握した上で課題を整理しました。

その課題といたしましては、大きく分けて五つございまして、空き家等の発生予防対策、空き家等の実態把握、空き家等の適正管理対策、空き家等の利活用、推進支援体制の構築の課題に絞りまして、その対策としまして空き家バンクの創設と補助金制度創設の二つを柱とした施策を行う方向で、現在考えているところでございます。
［会長］

よろしゅうございますか。

［委員］

はい。

［地域経済振興課長］

移住の件数でございます。28年度からこの制度は拡充をいたしましたので、28年度につきましては移住だけの件数でいきますと22件ということです。27年度の数字はございません。

［企画課長］

この施策ではありませんが、住宅の家賃補助と新築物件の補助を企画課でも28年度から実施しておりまして、平成28年度の実績として、家賃補助の方が8件ございました。

以上です。
［会長］

移住が22件ということですが、よろしゅうございますか。

［委員］

効果があったようですが、内訳として県外から入ってこられた方の人数等がもし分かれば教えていただきたい。
［地域経済振興課長］

県内、県外別の数字というのは持ち合わせておりません。申し訳ございません。

［会長］

その辺りも分析していただければ、さらに効果的に施策に反映できると思いますので、また今後ともよろしくお願いしたいと思います。

ほかにございますでしょうか。

［委員］

これは質問としてではなくて、空き家対策については今後進んでいく中でファイナンスという視点が出てくるのではないかと思います。これは地域の金融機関自体も非常に大きな問題と捉えておりますので、金融協議会としても制度的に、いわゆる一般のローンよりも審査、要件を見直すといったことも考えないといけないと思いますが、これは金融機関単独では難しいので、行政側からお話をいただければ、金融協議会全体でご協力をさせていただきたいと思っておりますので、こんなことができないかということがあったら、金融協議会を通じてご要望を言っていただけましたら、できる限りご協力をさせていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。

［会長］

かなり建設的な意見が出ましたが、空き家の件はこのくらいにさせていただいて、次は3番目の「公共施設マネジメントの確立による持続可能な施設整備・運営管理」です。「施設類型毎の個別計画の策定割合(％)」と「公共建築物の総延床面積の削減率(％)」ということでございますが、これについて何かご意見や質問がございましたらお願いしたいと思います。
私から評価をお尋ねしますが、「公共建築物の必要性の検証が十分でないことによる計画策定の遅れ」というのがございますが、「必要性の検証」というのは具体的にやる方策が全然ないということですか。
［企画課長］

全体的な計画自体は27年度に作っており、個々の施設に関して分析はしているのですが、詳細な方向性がないので、それぞれ個別施設計画をつくっていく段階で方向性をそれぞれ示していくという方式で進めていくこととしましたので、すべての施設の検証に時間がかかることになるものでございます。

［会長］

ありがとうございます。ほかに何かございますか。

そしてもう一つ、公共建築物で「総量適正化の推進」と書かれていますが、評価と総量適正化というのは、評価できないと適正化もなかなかできないかと思うのですが、その辺は今後どのように考えておられますか。
［企画課長］

総量適正化については、全体としてＫＰＩにも挙げているとおり、全体として延床面積を0.7％削減していく計画となっており、これに向かって取り組んでいくこととなっております。0.7％の削減という目標からもわかりますとおり、基本的には今ある施設を長く使い続けることを目指した相対的な計画となっており、これからの時代に向かって大きく削減していくというものではございませんので、ご理解いただきたいと思っています。
［会長］

ありがとうございました。了解いたしました。

ほかにございますか。なければ、次に移ってよろしゅうございますか。

4番目、「安全・安心な暮らしの確保」ということで、「自主防災組織率（％）」というＫＰＩと「彦根市内犯罪率(件)～人口1万人当たりの刑法犯認知件数～」というのが挙がってございます。自主防災組織率が残念ながら「×」ということでございますが、何かご意見、ご質問がございましたらお願いしたいと思います。
［委員］
72.4％は非常に高くなってきたと感じております。自治会に話を聞きますと、組織を設置するのは比較的容易であるとのことですが、規約の作成や当番等があって、自治会という性格から年々役員が交代することや高齢化が進むなど、コミュニティという面による問題もあることから、機能を維持していくのは非常に難しい状況にあるので、いざというときに機能するよう、意識づけを含めていろいろ指導、提起されるといいのではないかと思います。

［会長］

いかに維持継続していくかも含めて検討いただければどうかということです。

組織的には自治会で組織したものを、さらに束ねるという組織などはあるのですか。
［危機管理室長］

基本的には自治会ベースであり、これが一番多いです。ただし、中には自治会の連合で取り組まれているケースもございますし、金城、旭森、鳥居本については、連合での自主防災組織というのも持っておられるといった状況でございます。

［会長］

はい、ありがとうございます。なぜそんな質問をしたかというと、町内会だけでやっていると、引き継ぎがうまくいかなかった場合、それで立ち消えになってしまいますが、年ごとに、例えば各町内の代表が集まって様々な情報交換をするといったことをやっていけば、誰かが出ていかないといけないので継続性が図れるかと思った次第です。
これはなかなか難しい課題かと思います。しかし、こういった組織はいざというときに大きな力を発揮すると思うので、非常に重要なポイントであると思います。
ほかに何かございますでしょうか。
［委員］

防災意識が低いことが課題に挙げられていますが、72.4という数字は決して低くはないと思っております。私は若い頃に保険会社に出向していたことがありまして、そのときにある企業とリスクマネジメントを研究していた時期があるのですが、先日たまたまそのときの担当者から連絡があって、住所ベースで数十年後に震度6以上の地震に遭う可能性と、水害に遭う可能性がそれぞれ全部比率で出てくるというプログラムをつくったという話があり、見せていただきました。
このシステムでは、出てきた比率に対して、あなたが10年間で交通事故で死ぬ可能性や、がんで死ぬ可能性は何％かを引き合いに出し、これらと比べると、災害に遭う可能性は高いということでした。特に水害です。地震はかなり広域で起こりますので、個別の住所というのは滋賀県や彦根市といった広い単位になるのですが、特に今、異常気象の中で水害のリスクが非常に高まっているとのことでした。

先日の大雨でも当方の従業員もたまたま姉川の水没したところに一人いました。こういったリスクが高まっていますので、そういうのを数値化できる仕組みが民間企業の中で結構広まっていますので、もし彦根市がそれを防災意識の高まりに利用したいとのことでしたら、そいうったこともご紹介できますし、もしよろしければご活用いただければと思います。
［会長］

ぜひご検討いただければと思います。確かにどの程度、どんな災害が起こるかという可能性を具体的に突きつけられないと、なかなか皆さんも本気で考えないというところもあろうかと思いますので、また今のご意見を参考にしていただければと思います。

犯罪率はいかがですか。「高い水準の犯罪件数」と書いてありますが、これは全国平均に比べて「依然、高い」というのは高いということなのですか。彦根は結構安全なまちだと思っていたのですが、その辺はいかがですか。
［まちづくり推進室長］

ここに書かせていただいております「依然、高い水準の犯罪件数」といいますのは、滋賀県内におきまして犯罪件数、そして犯罪率とも上から3番目でございますので、そういった意味で高いと表現しております。

［会長］

県内でということですね。はい、ありがとうございました。分かりました。さらに低く、さらに安全なまちを目指そうということでございます。
4番目はよろしゅうございますか。

では、次の5番目に移りたいと思います。「湖東定住自立圏形成協定に基づく取組の推進」ということで、「湖東定住自立圏1市4町の人口(人)」というものを指標にとっておられます。これについてご意見がございましたらお願いしたいと思います。
いかがでしょうか。特にございませんか。
それぞれの市町で施策を実施しているからスケールメリットをなかなか生かせないということですが、具体的には話し合い等はもうされていると理解すればよろしいですか。
［企画課長］
  具体的な話が細かくできておりませんが、例えば先ほど申し上げました移住に関する家賃補助等でございましたら、彦根市に来られる方への補助になります。1市4町の4町から来られる方をオーケーにしていますので、人口の取り合いというような状況になっているという問題もございます。こういった課題について1市4町の中で1つ1つ話し合いを進めていかなくてはならないと考えております。
［会長］

ありがとうございます。今ほどご説明がありましたが、お互い取り合うのではなく、もう少し圏域全体でどのように取り組んでいくかということです。ぜひその辺りについて協議していただいて、いい形で進めていただければと思います。

ほかに何かございますでしょうか。よろしゅうございますか。
では、全体を通して何かご意見があればお伺いしたいと思いますが、いかがでしょうか。特にございませんか。
それでは、議題(1)については以上といたします。

続きまして「議題(2)　その他事務連絡等」はございますでしょうか。もしあれば事務局からお願いしたいと思いますが、いかがでしょう。
［地域経営・地方創生推進室長］
事務局から今後のスケジュールにつきましてお話をさせていただきます。

今、こちらの協議会で外部評価をしていただきました。今後10月下旬を目途にしまして、市の部会によりまして評価の検証、今後の方向性につきまして検討を行いたいと考えております。11月下旬に推進協議会を開かせていただきまして、市の具体的な施策につきまして部会長から報告をさせていただきます。

また、地方創生に係る予算につきましても、11月下旬に予算要求を必要に応じてさせていただく予定です。

年が変わりまして1月下旬に総合戦略の各施策と主な取組の記載内容について各部会で見直し、訂正を行いまして、3月下旬に必要に応じて平成29年度改訂版の総合戦略を公表させていただくようなスケジュールを考えておりますので、よろしくお願いいたします。

以上でございます。
［会長］
はい、どうもありがとうございました。
それでは、ほかにございませんか。

特にないようでしたら、これをもちまして本日の次第にありました議題の審議は終了いたしたいと思います。
何もございませんので終了いたします。
どうもありがとうございました。
(終了)
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